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小鹿野町地域防災計画[本編]　新旧対照表 

 頁 新 旧

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 

 

 

 

 

 

 

 

 

総則 

 

第５節　防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

第６　指定公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務に係る防災に

関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、

この法律の規定による国、県及び市町村の防災計画の作成及び実 

施が円滑に行われるように、その業務について、県又は市町村に

対し、協力する責務を有する。 

（災対法第６条第１項） 

１ ＮＴＴ東日本(株)・(株)ＮＴＴドコモ 

(1) 電気通信設備の整備に関すること。 

(2) 災害時における重要通信の確保に関すること。 

(3) 被災電気通信設備の応急対策及び災害復旧に関すること。 

 

風水害・事故災害等対策編 

 

第１章　災害予防計画 

第１節　防災組織整備計画 

総則 

 

第５節　防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

第６　指定公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務に係る防災に

関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、

この法律の規定による国、県及び市町村の防災計画の作成及び実 

施が円滑に行われるように、その業務について、県又は市町村に

対し、協力する責務を有する。 

（災対法第６条第１項） 

１ 東日本電信電話(株)・(株)ＮＴＴドコモ 

(1) 電気通信設備の整備に関すること。 

(2) 災害時における重要通信の確保に関すること。 

(3) 被災電気通信設備の応急対策及び災害復旧に関すること。 

 

風水害・事故災害等対策編 

 

第１章　災害予防計画 

第１節　防災組織整備計画 
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（略） 

第１　小鹿野町防災会議 

町に、小鹿野町防災会議を置く。（災対法第 16 条） 

防災会議の組織及び運営については、小鹿野町防災会議条例に

定めるところによる。また、男女双方の視点に配慮した防災対策

を進めるため、防災会議の委員に占める女性の割合を高めるよう

取り組む。なお、その所掌事務については、次のとおりとする。 

１　小鹿野町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進するこ

と。 

２　町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を

審議すること。 

３　前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 

４　前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によ

りその権限に属する事務 

第５節　防災活動拠点等整備計画 

第１　防災活動拠点の整備 

１　防災活動拠点の指定 

町は、大規模災害時に応急活動の拠点となる次の施設を町の

防災活動拠点として位置づけ、必要な整備を推進する。 

（略） 

第１　小鹿野町防災会議 

町に、小鹿野町防災会議を置く。（災対法第 16 条） 

防災会議の組織及び運営については、小鹿野町防災会議条例に

定めるところによる。また、男女双方の視点に配慮した防災対策

を進めるため、防災会議の委員に占める女性の割合を高めるよう

取り組む。なお、その所掌事務については、次のとおりとする。 

１　小鹿野町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進するこ

と。 

２　町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を

審議すること。 

３　前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 

４　前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によ

りその権限に属する事務 

第５節　防災活動拠点等整備計画 

第１　防災活動拠点の整備 

１　防災活動拠点の指定 

町は、大規模災害時に応急活動の拠点となる次の施設を町の

防災活動拠点として位置づけ、必要な整備を推進する。 

 資 料 編　○小鹿野町防災会議委員名簿　　　　　　（Ｐ3） 

○小鹿野町防災会議条例　　　　　　　（Ｐ120）

 資 料 編　○秩父郡小鹿野町防災会議委員名簿　　　（Ｐ3） 

○小鹿野町防災会議条例　　　　　　　（Ｐ120）
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36 

 

 

 

 

 

 

56 

 

 

また、地域の実情に応じて必要な広域的消防防災拠点施設及

び設備を計画的に整備する。 

 

町の防災活動拠点 

 

第９節　要配慮者安全確保計画 

第１　要配慮者対策 

６　地域との連携 

(1) ～(4)　（略） 

(5) 支援体制の充実 

　　町は、国保町立小鹿野中央病院と保健福祉センターを核と

して、地域の医療機関や福祉事業者、ボランティアなど関係

機関と連携しながら地域包括ケアシステムの充実を図り、誰

また、地域の実情に応じて必要な広域的消防防災拠点施設及

び設備を計画的に整備する。 

 

町の防災活動拠点 

 

第９節　要配慮者安全確保計画 

第１　要配慮者対策 

６　地域との連携 

(1) ～(4)　（略） 

(5) 支援体制の充実 

　　町は、小鹿野中央病院と保健福祉センターを核として、地

域の医療機関や福祉事業者、ボランティアなど関係機関と連

携しながら地域包括ケアシステムの充実を図り、誰もが健康

 ① 災害対策活動拠点　⇒　小鹿野町役場 

② 避難拠点　⇒　指定避難所、指定緊急避難場所 

③ 物資集積拠点　⇒　小鹿野文化センターホール、小鹿野総合

センター１階、両神振興会館 

④ 物資輸送拠点　⇒　飛行場外離着陸場（旧小鹿野町立三田川

中学校・秩父防災基地・秩父ミューズパ

ーク・両神（両神防災ヘリポート）） 

⑤ 医療活動拠点　⇒　国保町立小鹿野中央病院

 ① 災害対策活動拠点　⇒　小鹿野町役場 

② 避難拠点　⇒　指定避難所、指定緊急避難場所 

③ 物資集積拠点　⇒　小鹿野文化センターホール、小鹿野総合

センター１階、両神振興会館 

④ 物資輸送拠点　⇒　飛行場外離着陸場（旧小鹿野町立三田川

中学校・秩父防災基地・秩父ミューズパ

ーク・両神（両神防災ヘリポート）） 

⑤ 医療活動拠点　⇒　小鹿野中央病院
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もが健康で安心して暮らすことのできる環境づくりを促進す

る。 

また、支援が必要な高齢者等の総合相談や権利擁護支援を

行う地域包括ケアセンターの充実や、民生委員、児童委員の

活動支援、生活支援コーディネーターなどの増員を図る。 

第２　在宅の避難行動要支援者対策 

２　避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

で安心して暮らすことのできる環境づくりを促進する。 

また、支援が必要な高齢者等の総合相談や権利擁護支援を

行う地域包括ケアセンターの充実や、民生委員、児童委員の

活動支援、生活支援コーディネーターなどの増員を図る。 

 

第２　在宅の避難行動要支援者対策 

２　避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

 高齢者 65 歳以上の単身高齢者 

70 歳以上の高齢者のみで構成

する世帯 

要介護認定区分３、４又は５を

受けている者

 身体障がい者 １級又は２級

 知的障がい者 ○Ａ又はＡ

 精神障がい者 １級

 難病患者等 指定難病医療受給者で、重症患

者の認定を受けている者 

小児慢性特定疾病医療受給者

で、重症患者の認定を受けてい

る者 

人工呼吸器・在宅酸素等医療機

 高齢者 65 歳以上の単身高齢者 

70 歳以上の高齢者のみで構成

する世帯 

要介護認定区分３、４又は５を

受けている者

 身体障がい者 １級又は２級

 知的障がい者 ○Ａ又はＡ

 精神障がい者 １級

 難病患者等 特定疾患医療受給者で、重症患

者の認定を受けている者 

小児慢性特定疾患医療受給者

で、重症患者の認定を受けてい

る者 
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　９　個別避難計画の策定 

町は、災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、

地域の特性や実情を踏まえつつ、名簿情報に基づき、福祉専門

職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民、ＮＰＯ、消防、医

療機関等の避難支援等に携わる関係者と連携して避難行動要支

援者と具体的な打合せを行いながら、個別避難計画を作成する。

作成に際しては、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、デ

ジタル技術を活用するよう積極的に検討するものとする。 

個別避難計画は、名簿情報に加え、発災時に避難支援を行う

者、避難支援を行うに当たっての留意点、避難支援の方法や避

難場所、避難経路、本人不在で連絡が取れないときの対応など

を、地域の実情に応じて記載するものとする。 

第２章　災害応急対策計画 

第８節　災害広報計画 

第２　町民への広報活動 

　９　個別避難計画の策定 

町は、災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、

地域の特性や実情を踏まえつつ、名簿情報に基づき、福祉専門

職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民、ＮＰＯ等の避難支

援等に携わる関係者と連携して避難行動要支援者と具体的な打

合せを行いながら、個別避難計画を作成する。作成に際しては、

被災者支援業務の迅速化・効率化のため、デジタル技術を活用

するよう積極的に検討するものとする。 

個別避難計画は、名簿情報に加え、発災時に避難支援を行う

者、避難支援を行うに当たっての留意点、避難支援の方法や避

難場所、避難経路、本人不在で連絡が取れないときの対応など

を、地域の実情に応じて記載するものとする。 

第２章　災害応急対策計画 

第８節　災害広報計画 

第２　町民への広報活動 

 器を使用するなど医療依存度

の高い者

 支援希望者 特別の事情を有する者（日本語

による意思疎通に支障がある

外国人、老老介護、日中独居等）

で、支援を希望するもの

  

 支援希望者 特別の事情を有する者（日本語

による意思疎通に支障がある

外国人、老老介護、日中独居等）

で、支援を希望するもの
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４　 災害用伝言ダイヤル等の活用方法の周知 

災害発生時には、ＮＴＴ東日本(株)や(株)ＮＴＴドコモの電

話がかかりにくい場合でも、被災者が家族などに安否等を伝え

ることができる「災害用伝言ダイヤル(171)」、「災害用伝言板

(web171)」及び各携帯事業者の「災害用伝言板」を開設するの

で、活用方法を臨時広報紙への掲載、町役場・避難所等への掲

示等により、町民に周知させるものとする。 

第１８節　応急住宅対策計画 

（略） 

第１　応急仮設住宅の供給 

１　用地の確保 

応急仮設住宅の用地を確保する際は、そこに居住する被災者

の生活環境をできる限り考慮することが必要である。町は応急

仮設住宅適地の基準に従い、次の場所を応急仮設住宅建設予定

地としている。 

応急仮設住宅適地の基準 

 

４　 災害用伝言ダイヤル等の活用方法の周知 

災害発生時には、東日本電信電話(株)や(株)ＮＴＴドコモの電話が

かかりにくい場合でも、被災者が家族などに安否等を伝えることが

できる「災害用伝言ダイヤル(171)」、「災害用伝言板(web171)」及び

各携帯事業者の「災害用伝言板」を開設するので、活用方法を臨時

広報紙への掲載、町役場・避難所等への掲示等により、町民に周知

させるものとする。 

第１８節　応急住宅対策計画 

（略） 

第１　応急仮設住宅の供給 

１　用地の確保 

応急仮設住宅の用地を確保する際は、そこに居住する被災者

の生活環境をできる限り考慮することが必要である。町は応急

仮設住宅適地の基準に従い、次の場所を応急仮設住宅建設予定

地としている。 

応急仮設住宅適地の基準 

 

 ①　飲料水が得やすい場所 ④　住居地域と隔離していない場所

 ②　保健衛生上適当な場所 ⑤　浸水・土砂災害のおそれのない場所

 ③　交通の便を考慮した場所

 場所 面積 管理者

 ①　飲料水が得やすい場所 ④　住居地域と隔離していない場所

 ②　保健衛生上適当な場所 ⑤　浸水・土砂災害のおそれのない場所

 ③　交通の便を考慮した場所

 場所 面積 管理者
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295 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災対策編 

 

第１章　震災予防計画 

第１４節　帰宅困難者対策 

第４　帰宅困難者等への普及啓発等 

２　災害用伝言ダイヤル(171)等の利用周知 

災害発生時には、ＮＴＴ東日本(株)や(株)ＮＴＴドコモの電

話がかかりにくい場合でも、安否等を確認できる「災害用伝言

ダイヤル(171)」、「災害用伝言板(web171)」及び各携帯事業者の

「災害用伝言板」を開設するので、平時から活用方法を広報紙

や町ホームページ等で周知を図る。 

第１９節　ライフライン災害予防計画 

第４　通信施設の震災予防対策 

　１　通信設備の安全対策 

電気通信事業者は、災害時においても重要通信の確保ができ

るよう、平時から設備の防災構造化を実施し、かつ通信伝送路

 

 

 

震災対策編 

 

第１章　震災予防計画 

第１４節　帰宅困難者対策 

第４　帰宅困難者等への普及啓発等 

２　災害用伝言ダイヤル(171)等の利用周知 

災害発生時には、東日本電信電話(株)や(株)ＮＴＴドコモの

電話がかかりにくい場合でも、安否等を確認できる「災害用伝

言ダイヤル(171)」、「災害用伝言板(web171)」及び各携帯事業者

の「災害用伝言板」を開設するので、平時から活用方法を広報

紙や町ホームページ等で周知を図る。 

第１９節　ライフライン災害予防計画 

第４　通信施設の震災予防対策 

　１　通信設備の安全対策 

電気通信事業者は、災害時においても重要通信の確保ができ

るよう、平時から設備の防災構造化を実施し、かつ通信伝送路

 下小鹿野運動場 12,468 ㎡ 小鹿野町長

 長若運動場 6,016 ㎡ 小鹿野町長

 旧両神小学校グラ

ウンド
8,914 ㎡ 小鹿野町長

 下小鹿野運動場 16,333 ㎡ 小鹿野町長

 長若運動場 6,016 ㎡ 小鹿野町長
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316 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の整備拡充を図る。 

また、災害が発生した場合においては、ＮＴＴ東日本(株)の

各機関にも災害対策本部を設置し､要員､資材及び輸送力等を最

大限に利用して通信の疎通と設備の早期復旧を図るものとす

る。 

 

第２章　震災応急対策計画 

第７節　広報広聴計画 

第２　町民への広報活動 

　４　災害用伝言ダイヤル等の活用方法の周知 

災害発生時には、ＮＴＴ東日本(株)や(株)ＮＴＴドコモの電

話がかかりにくい場合でも、被災者が家族などに安否等を伝え

ることができる「災害用伝言ダイヤル(171)」、「災害用伝言板

(web171)」及び各携帯事業者の「災害用伝言板」を開設するの

で、活用方法を臨時広報紙への掲載、町役場・避難所等への掲

示等により、町民に周知させるものとする。 

第２４節　帰宅困難者支援対策 

第１　帰宅困難者への情報提供 

　１　帰宅困難者への情報提供 

各関係機関は、帰宅困難者にとって必要な交通情報や県内の

被害状況等の情報を伝達するとともに、安否を気づかう家族へ

の整備拡充を図る。 

また、災害が発生した場合においては、東日本電信電話(株)

の各機関にも災害対策本部を設置し､要員､資材及び輸送力等を

最大限に利用して通信の疎通と設備の早期復旧を図るものとす

る。 

 

第２章　震災応急対策計画 

第７節　広報広聴計画 

第２　町民への広報活動 

　４　災害用伝言ダイヤル等の活用方法の周知 

災害発生時には、東日本電信電話(株)や(株)ＮＴＴドコモの

電話がかかりにくい場合でも、被災者が家族などに安否等を伝

えることができる「災害用伝言ダイヤル(171)」、「災害用伝言板

(web171)」及び各携帯事業者の「災害用伝言板」を開設するの

で、活用方法を臨時広報紙への掲載、町役場・避難所等への掲

示等により、町民に周知させるものとする。 

第２４節　帰宅困難者支援対策 

第１　帰宅困難者への情報提供 

　１　帰宅困難者への情報提供 

各関係機関は、帰宅困難者にとって必要な交通情報や県内の

被害状況等の情報を伝達するとともに、安否を気づかう家族へ
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の連絡体制を確保する。 

<帰宅困難者に伝える情報例> 

・被害状況に関する情報（震度分布、建物被害、火災、人的

被害、ライフライン被害等） 

・鉄道等の公共交通機関に関する情報（路線ごとの運行状況、

復旧見通し、代替交通機関の情報等） 

・帰宅に当たって注意すべき情報（交通不能箇所、大規模火

災箇所、規制情報等） 

・支援情報（帰宅支援ステーションの開設状況、一時滞在施

設の開設状況等） 

の連絡体制を確保する。 

<帰宅困難者に伝える情報例> 

・被害状況に関する情報（震度分布、建物被害、火災、人的

被害、ライフライン被害等） 

・鉄道等の公共交通機関に関する情報（路線ごとの運行状況、

復旧見通し、代替交通機関の情報等） 

・帰宅に当たって注意すべき情報（交通不能箇所、大規模火

災箇所、規制情報等） 

・支援情報（帰宅支援ステーションの開設状況、一時滞在施

設の開設状況等） 

 実施機関 項目 対策内容

 

県 情報の提供、広報

・テレビ、ラジオ

局への放送依

頼、報道機関に

対し、被害状況、

交通情報等を広

報 

・危機管理・災害

情報ブログによ

る情報提供 

・駅前の大型ビジ

ョンによる情報

提供 

・緊急速報メー

ル・エリアメー

ルによる発災直

後の注意喚起

 実施機関 項目 対策内容

 

県 情報の提供、広報

・テレビ、ラジオ

局への放送依

頼、報道機関に

対し、被害状況、

交通情報等を広

報 

・危機管理・災害

情報ブログによ

る情報提供 

・駅前の大型ビジ

ョンによる情報

提供 

・緊急速報メー

ル・エリアメー

ルによる発災直

後の注意喚起
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第２　一時滞在施設の確保 

１　一時滞在施設の確保 

帰宅が可能となるまで待機場所がない者を一時的に滞在させ

第２　一時滞在施設の確保 

１　一時滞在施設の確保 

帰宅が可能となるまで待機場所がない者を一時的に滞在させ

 

町 誘導

・徒歩帰宅者の誘

導、簡易地図等

の配布 

・ホームページ、

メール、防災行

政無線等による

情報提供 

・緊急速報メー

ル・エリアメー

ルによる情報提

供

 

鉄道機関 情報の提供、広報

・鉄道の運行・復

旧状況、代替輸

送手段等の情報

提供等

 
Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本

(株)

安否確認手段の

提供

・災害用伝言ダイ

ヤル(171)及び

災害用伝言板

（web171）のサ

ービス提供

 
各携帯事業者

安否確認手段の

提供

・災害用伝言板

 

ラジオ、テレビ等

放送・報道機関
情報の提供

・帰宅困難者向け

の情報の提供 

（県内の被害状

況、安否情報、交

通関係の被害復

旧、運行情報）

 

町 誘導

・徒歩帰宅者の誘

導、簡易地図等

の配布 

・ホームページ、

メール、防災行

政無線等による

情報提供 

・緊急速報メー

ル・エリアメー

ルによる情報提

供

 

鉄道機関 情報の提供、広報

・鉄道の運行・復

旧状況、代替輸

送手段等の情報

提供等

 

東日本電信(株)
安否確認手段の

提供

・災害用伝言ダイ

ヤル(171)及び

災害用伝言板

（web171）のサ

ービス提供

 
各携帯事業者

安否確認手段の

提供

・災害用伝言板

 

ラジオ、テレビ等

放送・報道機関
情報の提供

・帰宅困難者向け

の情報の提供 

（県内の被害状

況、安否情報、交

通関係の被害復

旧、運行情報）



小鹿野町地域防災計画[本編]　新旧対照表 
 頁 新 旧

11/11

  

 

 

 

 

 

 

 

332 

 

 

337

るための施設（以下「一時滞在施設」という。）を確保する。一

時滞在施設は、公共施設や民間施設を問わず、幅広く安全な施

設を確保し、公衆無線ＬＡＮなど通信環境の整備に努めるもの

とする。 

また、一時滞在施設まで安全に誘導するため、地元警察署の

協力を得る。 

なお、一時滞在施設の受入能力には限りがあるため、要配慮

者の受入れを優先することとする。 

町は、次の場所を帰宅困難者一時滞在施設としている。 

第２５節　ライフライン災害対策計画 

第４　電気通信設備応急対策（ＮＴＴ東日本(株)） 

（略） 

るための施設（以下「一時滞在施設」という。）を確保する。一

時滞在施設は、公共施設や民間施設を問わず、幅広く安全な施

設を確保し、公衆無線ＬＡＮなど通信環境の整備に努めるもの

とする。 

また、一時滞在施設まで安全に誘導するため、地元警察署の

協力を得る。 

なお、一時滞在施設の受入能力には限りがあるため、要配慮

者の受入れを優先することとする。 

 

 

第２５節　ライフライン災害対策計画 

第４　電気通信設備応急対策（東日本電信電話(株)） 

（略）

 資 料 編　○帰宅困難者一時滞在施設一覧　　　　　（Ｐ13）


